


―目次― 

１．対象となる開発事業     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

２．開発事業の構想の手続き   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

    開発事業の構想の周知活動の手続き（フローチャート） 

     【開発事業構想届出書】【開発事業計画調書】【開発事業構想標示板】 

     【開発事業構想標示板設置届出書】【開発事業構想周知状況報告書】 

 

３．開発事業の事前協議の手続き  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

    開発事業の事前協議の手続き（フローチャート） 

     【開発事業事前協議書】【土地調書（事業区域）】【土地調書（隣接区域）】 

【開発事業に関する施行同意書】【開発事業に関する施行承諾書（隣接）】 

【開発事業計画標示板】【開発事業計画標示板設置届出書】 

【周辺住民説明会開催状況報告書】【意見書】【見解書】 

【開発事業事前協議変更協議書】 

 

４．開発事業に関する工事の着手等の手続き  ・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

開発事業に関する工事の着手等の手続き（フローチャート） 

     【開発事業工事着手届出書】【開発事業工事完了届出書】 

     【開発事業工事完了検査終了通知書】【開発事業工事完了検査是正通知書】 

     【公共施設等工事完了届出書】 

 

５．地位承継及び事業の廃止  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３３ 

     【地位承継届】【委任状】【開発事業廃止届出書】 

 

６．あっせん・調停の手続き  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 

    あっせんの手続き（フローチャート） 

    調停の手続き（フローチャート） 

     【あっせん申出書】【出席要請書】【あっせんに必要な関係図書提出依頼書】 

【あっせん打切通知書】【調停申出書】【調停案受諾勧告書】 

【調停案受諾勧告に対する回答書】【調停打切通知書】 

 

７．都市計画法及び本条例に基づく公共施設等の移管手続き  ・・・・・・・・・・４７ 

     【公共公益施設・用地の無償譲渡(帰属・寄附)申込書】 

     【都市計画法第３２条第１項の規定による同意願】 

     【都市計画法第３２条第２項の規定による協議書】 

 

８．開発事業の構想から建築確認申請に至る手続き関係フローチャート  ・・・・・５１ 

 

９．その他  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５３ 

     【宇治市まちづくり・景観条例に関する各課意見回答書 記入例】 

【開発計画概要書】 



―1― 

 

①宅地開発事業 

事業区域面積が３００㎡以上の宅地開発事業 

②中高層建築行為 

  建築物の高さが１０ｍ以上の建築物 

③特定用途建築行為 

 1)集客施設 

   店舗、飲食店、銀行の本・支店その他これに類するもの、ボウリング場、ホテルまた

は旅館、ぱちんこ屋、カラオケボックス、劇場、映画館及びキャバレーその他不特定多

数の集客を目的とした建築物で、かつ事業区域面積が３００㎡以上のもの 

 2)工場・事務所・倉庫・病院・神社等で事業区域面積が３００㎡以上のもの 

 3)集合住宅 

 4)危険物の貯蔵場 

 5)葬祭場 

 6)学校 

 7)福祉施設 

8)墓地 

9)その他、市長が必要と認めたもの 

④建築行為等を伴わない土地利用の変更及び現況の土地利用を著しく変更する行為 

 1)資材置き場(事業区域面積が３００㎡以上)へ利用を変更する行為 

2)自動車駐車場(事業区域面積が３００㎡以上)へ利用を変更する行為 

3)洗車場(事業区域面積が３００㎡以上)へ利用を変更する行為 

4)墓地(事業区域面積が３００㎡以上)へ利用を変更する行為 

 5)その他、市長が必要と認めたもの 

⑤地区まちづくり計画が認定されている地区内で行われる開発事業 

 

※ただし、自己の居住の用に供する住宅、国・地方公共団体等が行う開発事業及び上記の事

項で軽易な建築行為等を除きます。 

１．対象となる開発事業 

宇治市まちづくり・景観条例において、対象となる開発事業等は以下の事業です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．開発事業の構想の手続き 

宇治市まちづくり・景観条例に基づく開発事業の構想からの手続きの概要は、次のとおり

です。 

１．市に「開発事業構想届出書」（Ｐ３）を提出してください。 

→市の窓口において、公表します。 

２．「開発事業構想届出書」を提出後、事業区域において「開発事業構想標示板」（Ｐ５）を

設置し、市に速やかに「開発事業構想標示板設置届出書」（Ｐ６）を提出してください。 

  ※開発事業構想標示板は、事業区域に接する道路から見やすい場所に設置してください。

２以上の道路に接する場合は、標示板を道路毎に設置してください。 

※標示期間は、事前協議において設置する「開発事業計画標示板」の設置時までとしま

す。 

※開発事業構想標示板は、適正に管理してください。 

３．標示板設置後、資料等で近隣住民に開発事業の構想内容の周知を図ってください。 
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３，０００㎡以上の開発事業については、近隣住民に開発事業の構想内容の説明会を開

催してください。３，０００㎡未満の開発事業については、近隣住民から説明会を求め

られた場合、説明会等を行い説明してください。 

※「近隣住民」は、開発事業の区域の敷地境界線からの水平距離で、開発事業の区域に

建築する建築物の高さの１．５倍の距離又は１５ｍのいずれか長い距離の範囲内にお

ける①土地所有者又は②建物所有者又は③建物占有者を対象としています。 

４．近隣住民へ説明会等を実施した後、「開発事業構想周知状況報告書」（Ｐ７）を市に速や

かに提出してください。 

※説明会を求められていない場合でも、「開発事業構想周知状況報告書」を提出してくだ

さい。 

※近隣住民に対しては、報告書が公表される旨を周知してください。 

→市の窓口において、公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近隣住民への 

構想内容の周知・ 

説明会の開催 

３，０００㎡以上の開発

事業等が説明会の対象

（未満であっても近隣住

民が説明会を求めた場

合、説明会等を行い説明

してください） 

受理 

 

＜開発事業の構想の周知活動の手続き＞ 

開発事業の構想の届出 

説明 

開発事業構想周知状況 

報告書の作成・提出 

 

説明会への 

参 加 

受理 

構想標示板の設置・届出 

近隣住民が見やすい場所

に設置 

意見 

受理 

特定事業者 市 近隣住民 

速やかに 
公表 

速やかに 
公表 
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開発事業構想届出書の様式 

開発事業構想届出書 

  年  月  日 

 

 宇治市長        あて 

 

               特定事業者 住  所 

                     氏  名              印 

                     電話番号 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第３６条に基づき、

開発事業構想を届け出ます。 

施 行 場 所 宇治市 

事 業 区 域 の 面 積 ㎡ 

開発事業構想の内容 

（ 用 途 ） 

□宅地開発事業 

 （        区画） 

□中高層建築行為 

 

 

□特定用途建築行為 

 

 

□土地利用の変更及び現況の土地利用を著しく変更する行為 

 □建築を伴わない資材置き場 

 □建築を伴わない自動車駐車場 

 □建築を伴わない洗車場 

 □建築を伴わない墓地 

 □その他、市長が必要と認めたもの 

□宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関

する条例の地区まちづくり計画が定められている地区内での建築行為 

 

 

□その他、市長が必要と認めたもの 

 

 

代 理 者 
住 所 

氏 名 

                               

                 （電話番号        ） 

（注） 下記に示すものを添付してください。 

      １．開発事業構想の対象となる区域を示す図面（縮尺２，５００分の１程度） 

      ２．開発事業構想の内容を記載した書面及び図面（開発事業計画調書、土地利用計画図） 

      ３．その他、市長が必要と認める図書 
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開発事業計画調書の様式 

開 発 事 業 計 画 調 書 

※建ぺい率について、制限の緩和や宇治市風致地区条例に定める基準の適用がある場合は、適用される

率及びその内容を下段に記入してください。 

用 途 地 域  

建ぺい率 

％ 

容 積 率 ％ 
都 市 計 画 道 路 

線 

幅員    ｍ 

％ 

 (      ) 

砂 防 指 定 地 内  ・  外 宅造等規制区域 内  ・  外 

風 致 地 区 内  ・  外 埋蔵文化財包蔵地 内  ・  外 

地 区 計 画 内  ・  外 建 築 協 定 内  ・  外 

高 度 地 区 第１種高度 第２種高度 第３種高度 第４種高度 第５種高度 指定なし 

防 火 地 域 防  火   準 防 火   建築基準法第２２条区域   指定なし 

水 利 権 者 名  同 意 の 有 無 有  ・  無 

し 尿 処 理 法 公共下水道    合併浄化    集中浄化    その他（    ） 

開 発 事 業 計 画 の 内 容 

用 途  区画数(戸数） 区画・戸 

構 造 造 計 画 人 口 人 

階 数 階 高 さ ｍ 

棟 数 棟（附属建築物  棟） 緑 地 面 積 ㎡ 

駐 車 場 敷地内  台・敷地外  台 駐 輪 場 台 

帰属・寄附内容 

種 類 数 量 備 考 

   

   

   

   

建 

 

築 

 

物 

各   面   積 

開 発 事 業 

事前協議部分 

（附属建築物含） 

合 計 

(既存部分含) 

確認申請書 

建 ぺ い 率 

敷 地 面 積 ㎡ ㎡ 
％ 

建 築 面 積 ㎡ ㎡ 

延 床 面 積 （ 建 築 物 全 体 ） ㎡ ㎡ 容 積 率 

延 床 面 積 （ 容 積 対 象 ） ㎡ ㎡ 
％ 

４階以上の延床面積（建築物全体） ㎡ ㎡ 
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開発事業構想標示板の様式 

この土地に開発事業予定の                 についてのお知らせ 

施 行 場 所 宇治市 

開 発 事 業 構 想 の 内 容 （ 用 途 ）  

戸 数 区画・戸 事 業 区 域 の 面 積 ㎡ 

構 造 造 建 築 面 積 ㎡ 

高 さ ｍ 
延 床 面 積 

（ 建 築 物 全 体 ） 
㎡ 

階 数 
地 上    階 

地 下    階 
棟 数 棟 

特 定 事 業 者 

住 所 ・ 氏 名 

住 所 

氏 名              （電話番号        ） 

代 理 者 

住 所 ・ 氏 名 

住 所 

氏 名              （電話番号        ） 

標 示 板 設 置 日     年  月   日  

    ※ この標示板は、宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関

する条例第３７条第２項に基づくものです。 

    ※ 近隣住民の皆様へ 

上記の開発事業予定について説明を希望される方は下記までご連絡ください。 

 

    連絡先  住 所  

         氏 名                 （電話番号        ） 

（この標示板の大きさは、縦、横共９０㎝以上とし、取り付け高さは下端において地盤面より９０㎝程

度、私有地内に立ち入らなくても見える位置に設置する。） 
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開発事業構想標示板設置届出書の様式 

開発事業構想標示板設置届出書 

  年  月  日 

 

 

 宇治市長        あて 

 

 

               特定事業者 住  所 

                     氏  名 

                     電話番号 

 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第３７条第２項に

基づき、開発事業構想標示板を設置したので、届け出ます。 

開発事業構想の内容 

（ 用 途 ） 
 

施 行 場 所 宇治市 

開発事業構想標示板の 

設 置 日 
    年  月  日 

設置した開発事業構想 

標 示 板 の 数 
箇所 

（注） 下記に示すものを添付してください。 

     １．開発事業構想標示板の設置箇所を示す図面（縮尺２，５００分の１程度） 

     ２．記載内容が判る写真（遠景、近景） 

     ３．近隣住民範囲図 

     ４．近隣住民配布予定資料 
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開発事業構想周知状況報告書の様式 

開発事業構想周知状況報告書 

  年  月  日 

 

 宇治市長        あて 

 

               特定事業者 住  所 

                     氏  名              印 

                     電話番号 

                 代理者 住  所 

                     氏  名 

                     電話番号 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第３７条第６項に

基づき、近隣住民への周知状況を以下のとおり報告します。 

施 行 場 所 宇治市 

説 明 の 内 容  

説 明 会 等 の 状 況 

開 催 日 時     年  月  日   時から  時 

開 催 場 所  

説 明 者 の 氏 名  

出 席 者 数  

出された意見、回答等 

意 見 回 答 

  

  

  

  

（注） 下記に示すものを添付してください。 

     １．近隣住民範囲図 

     ２．説明会等議事録 

     ３．説明会等配布資料 

     ４．その他、市長が必要と認める図書 
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３．開発事業の事前協議の手続き 

宇治市まちづくり・景観条例に基づく開発事業の事前協議の手続きの概要は、次のとおりです。 

１．市に「開発事業事前協議書」（Ｐ１０・１１）を提出してください。 

→市の窓口において、公表します。 

※事前協議に必要な図書 

  特定事業者は事前協議にあたり、次のとおり図書を提出してください。なお、提出された事

前協議書については、関係各課へ配布し協議します。 

（１）提出部数    正本： １部  写し： 公表用 １部 関係各課配布用 必要部数 

    添付書類    開発事業事前協議書とともに添付する図書（Ｐ１１）、添付図書等詳細一

覧（Ｐ１６～１９）のとおりとします。 

（２）設計図面を除き、図書の大きさはすべてＡ４判大（縦２９７mm×横２１０mm）とし、設計

図面等は屏風折りとしてＡ４判大に統一してください。なお、設計図面には必ず設計者の

氏名を記載してください。 

（３）事前協議書はファイル等で整理し、提出してください。 

２．「開発事業事前協議書」を提出後、事業区域において「開発事業計画標示板」（Ｐ２０）を設置し、

市に速やかに「開発事業計画標示板設置届出書」（Ｐ２１）を提出してください。 

※開発事業計画標示板は、事業区域に接する道路から見やすい場所に設置してください。２以上

の道路に接する場合は、標示板を道路毎に設置してください。 

※標示期間は、工事着手までとします。 

※開発事業計画標示板は、適正に管理してください。 

３．標示板設置後、資料等で周辺住民に開発事業の計画内容の周知を図ってください。周辺住民から

説明会を求められた場合は、説明会を開催してください。 

※周辺住民は、①近隣住民及び②開発事業の区域の敷地境界線からの水平距離で、開発事業の区

域に建築する建築物の高さの１．５倍の距離又は１５ｍのいずれか長い距離の範囲内にある土

地が町内会等の区域に属する場合の、当該町内会等の構成員である方を対象としています。 

４．周辺住民へ説明会を開催した後、「周辺住民説明会開催状況報告書」（Ｐ２２）を市に速やかに提

出してください。 

※説明会を求められていない場合でも、「周辺住民説明会開催状況報告書」を提出してください。

※周辺住民に対しては、報告書が公表される旨を周知してください。 

→市の窓口において、公表します。 

５．「事前協議書」の公表の日の翌日から起算して３週間を経過する日までに、周辺住民は「意見書」

（Ｐ２３）を市に提出することができます。市から意見書の写しを特定事業者に交付しますので、

特定事業者は、この意見書に対する「見解書」（Ｐ２４）を市に提出してください。 

→市の窓口において、公表します。また、市は意見書提出者に「見解書」の写しを交付します。 

６．全ての協議及び手続きの完了を受けて、市と特定事業者は「協定の締結」を行います。 

   ※協定の締結までに、事業区域面積に応じてまちづくり事務連絡会（３，０００㎡以上）及び宅

地造成委員会（５，０００㎡以上）を開催します。 

 ７．事前協議の内容を変更する際は、「開発事業事前協議変更協議書」（Ｐ２５）を提出してください。

変更協議を行い、協定内容に変更がある場合は、「変更協定の締結」を行います。 
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＜開発事業の事前協議の手続き＞ 

事前協議書の提出 

周辺住民説明会開催状況 

報告書の作成・提出 

説明会への参加 

受理 

計画標示板の設置・届出 

周辺住民が見やすい場所に

設置 

受理 

周辺住民への 

説明会の開催 

速やかに 
公表 受理 

特定事業者 市 周辺住民 

意見書の作成・提出 

事前協議書の公表の日の翌日から起算して

３週間を経過する日までに提出 
交付 意見書に対する 

見解書の作成・提出 

受理 
速やかに 

公表 

意見書提出者 
交付 

全ての協議及び手続きの完了を受けて 

市と特定事業者は協定の締結 

速やかに 
事前協議書の公表 

受理 

説明 

意見 
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開発事業事前協議書の様式 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第３９条第２項に

基づき、開発事業について事前協議書を提出します。 

  年   月   日 

 宇治市長        あて 

               特定事業者 住  所 

                     氏  名              実印 

                     電話番号 

事 

 

 

業 

 

 

概 

 

 

要 

１．施 行 場 所 宇治市 

２．事業区域の面積             ㎡ （開発関連区域      ㎡） 

３．開発事業計画の 

内容（用途） 

□宅地開発事業 

 （        区画） 

□中高層建築行為 

 

 

 

□特定用途建築行為 

 

 

 

□地区まちづくり計画が定められている地区内での建築行為 

 

 

 

□その他に市長が必要と認めたもの 

 

 

 

４．代理者 住 所 

      氏 名 (電話番号        ) 

５．工事施工者 住 所 

      氏 名 (電話番号        ) 

６．工 事 着 手 予 定 日     年  月  日 

７．工 事 完 了 予 定 日     年  月  日 

８．そ の 他  

 

なお、代理人を定め、本事前協議書を含む今後の宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図る

ためのまちづくりに関する条例に基づく手続きに関する一切の権限・業務を委任する場合は、上記４に

記載してください。 

※手続きに関する一切の権限・業務とは、開発事業事前協議書から完了・検査（移管・帰属等の手続き

が必要な場合はその業務）に至る一切の権限・業務を言う。 
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開発事業事前協議書とともに添付する図書 

（ １ ）※施 行 場 所 位 置 図   

（ ２ ）※開発事業計画調書  

（ ３ ） 特定事業者の印鑑証明書 （事前協議書提出日前３箇月以内のものを添付)  

（ ４ ） 特定事業者の代表者事項証明書 （事前協議書提出日前３箇月以内のものを添付) 

（ ５ ） 土 地 調 書 （所在、地目、地積、権利者） 

（ ６ ） 公 図 の 写 し （施行場所及び周囲（官有地含）） 

（ ７ ） 登記全部事項証明書 （施行場所及び周囲（官有地含）、隣接は要約書可） 

（事前協議書提出日前３箇月以内のものを添付) 

（ ８ ） 施 行 同 意 書 （権利者の印鑑証明書、代表者事項証明書、実印（証明書について                   

                 は同意日前３箇月以内のものを添付）） 

（ ９ ） 施 行 承 諾 書 （施行場所周囲（土地、建物）、認印） 

（１０） 現 況 写 真 （事業区域の境界（朱実線)、開発関連区域の境界（朱破線）） 

（１１） 官民有地境界明示図   

（１２）※現 況 平 面 図   

（１３）※土 地 利 用 計 画 図   

（１４） 求 積 図 （事業区域、開発関連区域、公共施設、緑地等） 

（１５）※造 成 計 画 平 面 図   

（１６）※造 成 計 画 断 面 図   

（１７）※排 水 計 画 平 面 図 （雨水、汚水） 

（１８） 排水計画縦断図・断面図 （雨水、汚水） 

（１９） 流 量 計 算 書   

（２０）※給 水 計 画 平 面 図   

（２１） その他計画平面図 （公園、防災、貯水施設、防火水槽、調整池、雨水貯留槽等） 

（２２） 構 造 図 （道路及び排水施設、流末水路、鉄筋コンクリート、擁壁、公園、

貯水施設、防火水槽、雨水流出抑制施設等） 

（２３） がけ及び擁壁の断面図  

（２４） 道路計画縦断図・横断図 

（２５） 構 造 計 算 書 （重要な道路構造物となる擁壁、橋梁等） 

（２６） 土 質 分 布 図  （重要な道路構造物となる擁壁、橋梁等がない場合は不要） 

（２７） 土 質 試 験 書 （重要な道路構造物となる擁壁、橋梁等がない場合は不要） 

（２８） 建築物各階平面図  

（２９）※建 築 物 立 面 図  

（３０） 建 築 物 断 面 図  

（３１） 建 築 求 積 図  

（３２）※電波受信障害予測地域図 （机上、中高層建築行為でない場合は不要） 

（３３）※日 影 図 （用途地域が商業地域の場合は近隣商業地域、工業地域の場合は準

工業地域として取扱う。中高層建築行為でない場合は不要） 

（３４） その他必要な図書 （排水同意、車両軌跡図、浄化槽算定書等） 

 

（注） 上記の※印については、宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくり 

に関する条例第４０条第１項の規定により公表されます。 
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土地調書（事業区域）の様式 

土 地 調 書 
（事業区域） 

 

作成日    年  月  日 

作成者            

 

特 定 事 業 者  

施 行 場 所  

所 在 地番 地目 地  積 権利の種類 権利者（住所・氏名） 同意の有無 

       

 

 
      

       

       

       

       

       

       

       

       

 

 
      

       

※事業区域に関しては、抵当権・根抵当権・地上権・地役権等の全ての権利者について記入してくださ

い。 
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土地調書（隣接区域）の様式 

土 地 調 書 
（隣接区域） 

 

作成日    年  月  日 

作成者            

 

特 定 事 業 者  

施 行 場 所  

所 在 地番 地目 地  積 権利の種類 権利者（住所・氏名） 承諾の有無 

       

 

 
      

       

       

       

       

       

       

       

       

 

 
      

       

※隣接区域については、事業区域に公図上で接する地番について記入してください。 
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開発事業に関する施行同意書の様式 

開発事業に関する施行同意書 
 

宇治市長        あて 

 

 特定事業者           （施行場所：             ）の計画に係る開発事

業に関する工事の施行については、異議なく同意します。 

 

１．土地 

所在地（地番） 地 目 地 積 権利種別 同 意 年 月 日 権利者（住所・氏名） 実 印 

       

 

２．建築物等（土地所有者と建築物等所有者が異なる場合） 

所在地（地番） 建 築 物 等 権利種別 同 意 年 月 日 権利者（住所・氏名） 実 印 

      

（注） （１） 「権利種別」欄には、所有権、抵当権、地上権、地役権等の権利の別を記入してくだ

さい。 

    （２） 建築物等の「建築物等」欄には、建築物、工作物等の種類を記入してください。 

       （３） 印鑑証明書、代表者事項証明書を添付してください。 
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開発事業に関する施行承諾書（隣接）の様式 

開発事業に関する施行承諾書（隣接） 
 

宇治市長        あて 

 

 特定事業者           （施行場所：             ）の計画に係る開発事

業に関する工事の施行については、異議なく承諾します。 

 

１．土地 

所在地（地番） 地 目 地 積 権利種別 承 諾 年 月 日 権利者（住所・氏名） 印 

       

 

２．建築物等（土地所有者と建築物等所有者が異なる場合） 

所在地（地番） 建 築 物 等 権利種別 承 諾 年 月 日 権利者（住所・氏名） 印 

      

（注） （１） 「権利種別」欄には、所有権等の権利の別を記入してください。 

    （２） 建築物等の「建築物等」欄には、建築物、工作物等の種類を記入してください。 
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添付図書等詳細一覧 

 

図書の名称 明 示 事 項 縮  尺 備    考 

(1)施行場所 

位 置 図 

・方位 

・事業区域の境界（朱実線）と 

開発関連区域の境界（朱破線) 

・事業区域から排出される雨水の 

流末河川への経路 

・消火栓の位置 

・敷地外駐車場位置 

2500
1

程度 
縮尺２，５００分の１

程度の白図等 

 

(6)公図の写し 

(字 切 図) 

・方位 

・事業区域の境界（朱実線）と 

開発関連区域の境界（朱破線） 

・事業区域及びその周辺の町、地番 

・転写年月日、氏名 

 法務局に保管されてい

る公図を模写したもの 

無番地については、

道・水の記載をするこ

と 

(7)登記全部 

事項証明書 

・事業区域内の地番 

・事業区域に隣接する地番 

 正１部 

事前協議書提出日前３

箇月以内のものを添付 

(8)施行同意書 ・実印 

・印鑑証明書※ 

・代表者事項証明書※ 

 ※は原本還付可 

同意日前３箇月以内の

ものを添付 

(9)施行承諾書 ・認印可   

(11)官民有地 

境界明示図 

  原本還付可 

(12)現況平面図 ・方位 

・事業区域の境界（朱実線）と 

開発関連区域の境界（朱破線） 

・土地の形状 

・道路の形状及び幅員 

・事業区域及び隣接区域の地番、 

所有者及び地目 

・従前の公共施設等の位置及び形状 

250
1

以上 
隣接地が詳しくわかる

ものであること 

(13)土地利用 

計 画 図 

・方位 

・事業区域の境界（朱実線）と 

開発関連区域の境界（朱破線） 

・工区界 

・公共施設の位置及び形状 

・予定建築物の敷地形状及び用途 

・公益的施設の位置及び形状 

・凡例 

・道路、建築物、駐車場、駐輪場、 

緑地、宅地の計画高、側溝の流下 

方向、雨水流出抑制施設等 

250
1

以上 
工区界は、工区が分か

れる場合に表記するこ

と 

予定建築物等の用途

は、住宅、共同住宅、

店舗、工場等と具体的

に記入すること 

(14)求積図 

(建築物を除く) 

・事業区域、開発関連区域求積表 

・事業区域の宅地の求積表 

・従前の公共施設等の求積表 

・新設の公共施設等の求積表 

・緑地の求積表 

1000
1

以上 
面積は、小数第２位と

すること。ただし、緑

地面積については、小

数第１位にとどめ、小

数第２位以下を四捨五

入すること 
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図書の名称 明 示 事 項 縮  尺 備    考 

(15)造成計画 

平 面 図 

・方位 

・事業区域の境界（朱実線）と 

開発関連区域の境界（朱破線） 

・切土、盛土の色別 

・がけ又は擁壁の位置及び形状 

・道路の位置、形状、幅員、勾配及 

び記号  

・縦横断面線の位置及び記号 

・工区界 

・道路中心線及びその交差角 

・地形（等高線） 

・宅地の計画高 

・凡例 

250
1

以上 
切土の場合は黄色、盛 

土の場合は緑色で色別

すること 

道路、水路、公園等の

公共施設、公益的施設、

擁壁、のり、緑地等を

旗揚げ等により表記す

ること 

(16)造成計画 

断 面 図 

・造成計画平面図に当る記号    

・切土又は盛土をする前後の地盤高 

・地盤高（基準高を入れる） 

・切土、盛土の色別  

・道路名、道路種別及び幅員 

250
1~

100
1

 

隣接地との関係を詳し

く書くこと 

切土の場合は黄色、盛

土の場合は緑色で色別

すること 

(17)排水計画 

平 面 図 

・排水施設の位置、種類（雨水、汚水）、 

形状（内のり寸法、勾配）及び流下

方向  

・吐口の位置 

・放流先の名称 

・排水施設の記号  

・集水系統のブロック別の色分け記号 

・放流先排水路までの形状寸法  

・凡例 

250
1

以上 
排水施設の雨水は青

色、汚水は茶色で色別

すること 

 

(18)排水計画 

縦 断 図・ 

断 面 図 

・測点 

・単距離及び追加距離 

・現地盤高と計画地盤高 

・排水施設の種類、形状及び勾配 

・底高及び合流点高 

・人孔間距離及び管底高 

・周辺排水施設取合高 

・基準線（Ｄ．Ｌ） 

Ｈ＝
250
1

以上 

 

Ｖ＝
100
1

以上 

 

雨水・汚水 

(19)流量計算書 ・計算書 

・流域図（流域面積記入） 

 雨水 

(20)給水計画 

 平 面 図 

・配水管及び給水施設の位置､口径 

・消火栓等の位置 250
1

以上 
配水管及び給水施設は

青色で着色すること 

(21)貯水施設 

計 画 図 

・貯水施設一般図、構造詳細図 

・断面形状及び寸法 

・鉄筋配置形状及び寸法 

・鉄筋寸法、鉄筋表 

・基礎構造の種類及び寸法 

・吸管投入口蓋詳細明示 

（宇治市章入り） 

・使用コンクリート及び鉄筋の品質 

 等表示 

250
1~

50
1

 

施設の規模、構造等に

ついては、宇治市消防

本部の基準によること 
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図書の名称 明 示 事 項 縮  尺 備    考 

(21)公園施設 

計 画 図 

・方 位 

・公園施設の位置､種類及び名称 

・形状及び寸法 

・敷地高及び排水方向 

・植栽の位置、樹種及び規格 

250
1~

50
1

 
 

(21)防災計画 

平 面 図 

・方位 

・事業区域の境界   

・現況流域界､集水系統別に色別 

・地表水及び排水の流れの方向 

・えん提、遊水池、沈砂池、床固工、 

シガラ柵工、法面保護工、フトン 

籠工、暗渠排水溝工等の防災施設 

の位置、種類及び形状、規模 

・防災施設の施工に必要な準備 

施設計画 

・工事中の雨水排水系路、同施設及 

び土工移動計画と運土計画 

・凡例  

250
1

以上 
 

(22)道路施設 

構 造 図 

・歩道、側溝、植樹桝等の構造図 

・街渠､集水桝、排水管等の構造図 

・舗装、路盤、路床、その他路側構 

造物の構造図 

・材料 

・形状及び寸法 

50
1

以上 
道路毎に対称記号を

明記すること 

(22)排水施設 

構 造 図 

・開渠、暗渠、床止工、護岸工、吐 

口、人孔、雨水桝、汚水処理場等 

の構造図 

・材料 

・形状及び寸法  

50
1

以上 
排水施設毎に対称記

号を明記すること 

(22)流末水路 

構 造 図 

・放流される水路、河川等の構造詳 

細図 

・放流口の排水施設の構造詳細図 

・放流される水路、河川等の常水面 

高及び最高水面高 

50
1

以上 
 

(22)鉄筋コン 

クリート 

構 造 図 

・断面形状及び寸法  

・鉄筋配置形状及び寸法 

・鉄筋寸法(鉄筋加工図示)、鉄筋表 

・目地構造 

・基礎構造の種類と寸法  

・地下構造物の場合は土破り厚 

・使用コンクリート及び鉄筋の品質 

表示 

50
1

以上 
構造基準は土木学会の

規定によること 
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図書の名称 明 示 事 項 縮  尺 備    考 

(23)がけ及び擁

壁の断面図 

・がけの高さ及び勾配  

・がけ面の保護の方法 

・擁壁の材料の種類及び寸法 

・裏込コンクリート等の寸法 

・透水層の位置及び寸法  

・擁壁を設置する前後の地盤面 

・基礎地盤の土質 

・水抜穴の寸法及び間隔 

・擁壁の寸法及び勾配 

・基礎ぐいの位置及び寸法 

50
1

以上 
鉄筋コンクリート擁壁

のときは、配筋図を添

付すること 

(24)道路計画 

縦 断 図 

・測点 

・勾配（縦断勾配及び縦断曲線） 

・計画高及び地盤高 

・単距離及び追加距離 

・道路記号及び基準線（Ｄ．Ｌ） 

Ｈ＝
250
1

以上 

Ｖ＝
100
1

以上 

測点間隔は標準とし

て２０ｍとする 

なお、周辺取付道路を

含めること 

(24)道路計画 

横 断 図 

・幅員構成（車道、歩道、中央帯、 

停車帯、自転車専用道、自転車・

歩行者通行帯、路肩帯等による構

成幅員）を明記 

・横断勾配（％） 

・路面及び路盤の詳細 

・集水桝及び取付管の形状 

・道路側溝の位置、形状及び寸法 

・埋設管の位置 

50
1

以上 
 

(26)土質分布図 ・土木学会規定により表示すること 任 意  
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開発事業計画標示板の様式 

この土地に開発事業計画の                 についてのお知らせ 

施 行 場 所 宇治市 

開 発 事 業 計 画 の 内 容 （ 用 途 ）  

戸 数 区画・戸 事 業 区 域 の 面 積 ㎡ 

構 造 造 建 築 面 積 ㎡ 

高 さ ｍ 
延 床 面 積 

（ 建 築 物 全 体 ） 
㎡ 

階 数 
地 上    階 

地 下    階 
棟 数 棟 

特 定 事 業 者 

住 所 ・ 氏 名 

住 所  

氏 名              （電話番号        ） 

代 理 者 

住 所 ・ 氏 名 

住 所  

氏 名              （電話番号        ） 

標 示 板 設 置 日     年  月   日 着 手 予 定 日   年  月   日 

    ※ この標示板は、宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関

する条例第４０条第２項に基づくものです。 

    ※ 周辺住民の皆様へ 

上記の開発事業計画について説明を希望される方は下記までご連絡ください。 

 

    連絡先  住 所 

         氏 名                 （電話番号        ） 

（この標示板の大きさは、縦、横共９０㎝以上とし、取り付け高さは下端において地盤面より９０㎝程

度、私有地内に立ち入らなくても見える位置に設置する。） 
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開発事業計画標示板設置届出書の様式 

開発事業計画標示板設置届出書 

 

  年  月  日 

 

 

 宇治市長        あて 

 

 

               特定事業者 住  所  

                     氏  名  

                     電話番号  

 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第４０条第２項に

基づき、開発事業計画標示板を設置したので、届け出ます。 

開発事業計画の内容 

（ 用 途 ） 
 

施 行 場 所 宇治市 

開発事業計画標示板の 

設 置 日 
    年  月  日 

設置した開発事業計画 

標 示 板 の 数 
箇所 

（注） 下記に示すものを添付してください。 

     １．開発事業計画標示板の設置箇所を示す図面（縮尺２，５００分の１程度） 

     ２．記載内容が判る写真（遠景、近景） 

     ３．周辺住民範囲図 

 

 

 

 

 



―22― 

周辺住民説明会開催状況報告書の様式 

周辺住民説明会開催状況報告書 

  年  月  日 

 

 宇治市長        あて 

 

               特定事業者 住  所 

                     氏  名              実印 

                     電話番号 

                 代理者 住  所 

                     氏  名 

                     電話番号 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第４０条第４項に

基づき、周辺住民説明会を開催しましたので、その結果を以下のとおり報告します。 

施 行 場 所 宇治市 

説 明 の 内 容  

説 明 会 等 の 状 況 

開 催 日 時     年  月  日   時から  時 

開 催 場 所  

説 明 者 の 氏 名  

出 席 者 数  

出された意見、回答等 

意 見 回 答 

  

  

  

  

（注） 下記に示すものを添付して下さい。 

     １．周辺住民範囲図 

     ２．説明会等議事録 

     ３．説明会等配布資料 

     ４．その他、市長が必要と認める図書 
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意見書の様式 

意見書 

  年  月  日 

 

宇治市長        あて 

 

              意見書提出者 住  所 

                     氏  名 

                     電話番号 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第４１条第１項の

規定により、当方の意見書を提出します。 

特 定 事 業 者 名  

施 行 場 所 宇治市 

 

公表している開発事業に対してご意見がある場合は、この用紙に記入し、市に提出してください。 

 なお、この意見書は宇治市を経由して、特定事業者に交付されます。 

※ 意見書の提出先 

  〒６１１－８５０１ 京都府宇治市宇治琵琶３３番地 

  宇治市役所 都市整備部 開発指導課 電話０７７４－２２－３１４１ 
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見解書の様式 

見解書 

  年  月  日 

 

宇治市長        あて 

 

               特定事業者 住  所 

                     氏  名              実印 

                     電話番号 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第４２条第１項の

規定により、先方の提出された意見について当方の見解書を提出します。 

開発事業計画の内容 

（ 用 途 ） 
 

施 行 場 所 宇治市 

 

先方の意見（要約） 当 方 の 見 解 

  

    連絡先 住 所 

        氏 名                 （電話番号        ）
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開発事業事前協議変更協議書の様式 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第３９条第４項に

基づき、事前協議の内容の変更について協議書を提出します。 

  年   月   日 

 宇治市長        あて 

 

               特定事業者 住  所                 

                     氏  名             実印 

                     電話番号                 

事 前 協 議 書 提 出 日    年  月  日 

協 定 締 結 日 ・ 番 号 年  月  日  宇都開第      号 

施 行 場 所 宇治市 

事 業 区 域 の 面 積 ㎡ （開発関連区域      ㎡） 

変   更   内   容 変 更 の 理 由 
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４．開発事業に関する工事の着手等の手続き 

宇治市まちづくり・景観条例に基づく開発事業に関する工事の着手等の手続きの概要は、次のとお

りです。 

１．協定の締結以降に市に「開発事業工事着手届出書」（Ｐ２７）を提出してください。 

※着手届出書を提出してから工事に着手してください。 

２．工事が完了した際には、「開発事業工事完了届出書」（Ｐ２８）を提出してください。 

※完了届出書を受理後、工事完了検査を実施します。協定に違反していると認める時は「開発事業

工事完了検査是正通知書」（Ｐ３０・３１）を、協定に違反していないと認める時は「開発事業工

事完了検査終了通知書」（Ｐ２９）を交付します。 

※都市計画法に基づく開発行為のうち、特定用途建築行為における造成工事が完了した際は、「公共

施設等工事完了届出書」（Ｐ３２）を提出し、京都府の検査までに宇治市の公共施設等工事完了検

査を受けてください。建築物及び事業区域内外構等の工事が完了した際には、「開発事業工事完了

届出書」を提出し、工事完了検査を受けてください。宅地開発事業における工事が完了した際は、

「公共施設等工事完了届出書」と「開発事業工事完了届出書」を提出し、京都府の検査までに宇

治市の工事完了検査（公共施設等工事完了検査）を受けてください。 

３．「開発事業工事完了検査是正通知書」を受けた特定事業者については、速やかに対応し、再度工事

完了検査を受けてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜開発事業に関する工事の着手等の手続き＞ 

工事着手の届出 

完了検査是正 

通知書の交付 

受理 

工事完了 

受理 

市 

協定に違反 

受理 
交付 

受理 

工事着手 

工事完了の届出 

協定に適合 

完了検査終了 

通知書の交付 

交付 

※都市計画法に基づく開発行為の場合、「開発事業の構想

から建築確認申請に至る手続き関係フローチャート」

（Ｐ５１・５２）の都市計画法該当の場合を参照して

ください 

対応 

特定事業者 

工事完了検査の実施 
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開発事業工事着手届出書の様式 

開発事業工事着手届出書 
 

  年   月   日 

 

 

宇治市長        あて 

 

 

               特定事業者 住  所  

                     氏  名  

                     電話番号  

 

 

  下記により、開発事業に関する工事に着手しますので届け出ます。 

 

記 

 

 １．協定締結日・番号      年  月  日   宇都開第      号 

 

 ２．施 行 場 所  宇治市 

 

 ３．工 事 着 手 日      年  月  日 

 

 ４．工事完了予定日      年  月  日 

 

 ５．工 事 施 工 者  住  所 

              氏  名 

              電話番号 

 

 ６．現 場 責 任 者  住  所 

              氏  名 

              電話番号 

 

 ７．他法令等手続きの状況  □道路法 □河川法 □下水道法 □建築基準法 □消防法 

□景観法 □屋外広告物法 □駐車場法 □道路交通法 

□下水道条例 □給水条例 □地球温暖化対策条例 

□福祉のまちづくり条例 □風致条例 □水路使用許可  

□地区計画 □その他(                ) 

 

（注）１．この開発事業工事着手届出書は、工事工程計画表・安全管理計画図を添付してください。 

    ２．工事完了後、開発事業工事完了届出書を提出してください。 

 ３．他法令等手続きの状況について、申請済み、届出済みのものにレ点を記載してください。 
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開発事業工事完了届出書の様式 

開発事業工事完了届出書 
 

  年   月   日 

 

 

宇治市長        あて 

 

 

               特定事業者 住  所  

                     氏  名  

                     電話番号  

 

 

 

      年  月  日付   宇都開第      号で協定を締結した開発事業に関する工事

が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

 

記 

 

 

 １．工 事 完 了 日       年  月  日 

 

 

 

 ２．施 行 場 所   宇治市 

 

 

 

 ３．他法令等手続きの状況  □道路法 □河川法 □下水道法 □建築基準法 □消防法 

□景観法 □屋外広告物法 □駐車場法 □道路交通法 

□下水道条例 □給水条例 □地球温暖化対策条例 

□福祉のまちづくり条例 □風致条例 □水路使用許可  

□地区計画 □その他(                ) 

 

 

 

 

 

（注）１．この開発事業工事完了届出書には、工事写真（帰属部分・寄附部分・駐車場・駐輪場・ 

緑地・雨水流出抑制施設・建物外観等）・完了図を添付してください。 

２．他法令等手続きの状況について、完了届を提出しているものにレ点を記載してください。 
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開発事業工事完了検査終了通知書の様式 

  宇都開第      号 

  年   月   日 

 

 

開発事業工事完了検査終了通知書 
 

 

         様 

 

 

宇治市長        印  

 

 

 

 下記の開発事業に関する工事は、     年   月   日検査の結果、開発事業事前協議に

関する協定の内容に適合していることを通知します。 

 

 

 

記 

 

 

 

１．協 定 締 結 日 ・ 番 号      年  月  日   宇都開第      号 

 

 

２．施 行 場 所  宇治市 

 

 

３．特定事業者の住所及び氏名  住  所 

                氏  名 

 

４．開発事業の内容（用途） 
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開発事業工事完了検査是正通知書の様式－イ 

  宇都開第      号 

  年   月   日 

 

 

開発事業工事完了検査是正通知書 
 

 

         様 

 

 

宇治市長        印  

 

 

 下記の開発事業に関する工事は、     年   月   日検査の結果、開発事業事前協議に関

する協定の内容に適合していないと認めたので、宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るた

めのまちづくりに関する条例第４７条第３項の規定により、是正すべき内容を通知します。 

 

 

記 

 

 

１．協 定 締 結 日 ・ 番 号      年  月  日   宇都開第      号 

 

 

２．施 行 場 所  宇治市 

 

 

３．特定事業者の住所及び氏名  住  所 

                氏  名 

 

４．是 正 内 容 （別紙 様式－ロ） 
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開発事業工事完了検査是正通知書の様式－ロ 

 

４．是 正 内 容 



―32― 

公共施設等工事完了届出書の様式 

公共施設等工事完了届出書 
 

 

  年  月  日 

 

 

宇治市長        あて 

 

 

                 特定事業者 住  所  

                       氏  名  

                       電話番号  

 

 

 

  年  月  日付  宇都開第      号で協定を締結した公共施設等に関する工事

が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

 

記 

 

 

 １．工 事 完 了 日       年    月    日 

 

 

 

 ２．施 行 場 所  宇治市 

 

 

 

 ３．他法令等手続きの状況  □道路法 □河川法 □下水道法 □景観法 □道路交通法 

□給水条例 □風致条例 □水路使用許可 □地区計画 

□その他(                ) 

 

 

 

 

 

 

（注）１．この公共施設等工事完了届出書には、工事写真（帰属部分・寄附部分・擁壁・雨水流出抑

制施設等）、完了図を添付してください。 

２．他法令等手続きの状況について、完了届を提出しているものにレ点を記載してください。 
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５．地位承継及び事業の廃止 

宇治市まちづくり・景観条例に基づく地位承継及び事業の廃止の手続きとしては、次のとおりです。 

１．地位の承継（条例第４９条）に際しては、「地位承継届」（Ｐ３４）を提出してください。 

  提出部数は１部とし、書類は次のとおりとします。 

 （１）承継者又は被承継者が法人である場合においては、氏名はその法人の名称及び代表者の氏名

を記載してください。 

 （２）「承継に関する事実」の記載については、承継の原因及び承継した地位の内容を詳細に記載し

てください。 

 （３）添付書類 

        ※委任状 

    ※印鑑証明書及び代表者事項証明書 

    ※地位の承継を証する書面（戸籍謄本等を添付） 

    ※権利の証明書（売買契約書等） 

    ※協定書 

    ※登記全部事項証明書 

    ※施行場所位置図（事業区域の境界を朱実線で記入してください。） 

    ※現 況 平 面 図 

    ※土地利用計画図 

２．開発事業を廃止（条例第５０条）する際には、「開発事業廃止届出書」（Ｐ３６）を提出してくだ

さい。 
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地位承継届の様式 

地 位 承 継 届 
 

 

    年   月   日 

 

 

宇治市長        あて 

 

 

                 承継者 住  所 

                     氏  名             実印 

                     電話番号 

 

宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第４９条第３項の 

規定により地位の承継の旨を届け出ます。 

開発事業計画の内容 

（ 用 途 ） 
 

被 承 継 者 

住 所 ・ 氏 名 

 

                            実印 

承 継 日     年  月  日 

承 継 に 関 す る 

事 実 
 

協 定 締 結 日 

番 号 
    年  月  日   宇都開第      号 

協 定 の 内 容 別紙協定書による 
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委任状の様式 

委   任   状 
 

 

 

 

 宇治市長        あて 

 

 

 

 

                代理者 住  所 

                    氏  名 

 

 

 

 

 私は、下記開発事業において、上記の者を代理者と定め、宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形

成を図るためのまちづくりに関する条例第４９条第３項の規定に基づく地位承継の手続きに関する一切

の権限・業務を委任します。 

 

記 

 
施 行 場 所 ： 宇治市 

  用     途 ：  
 

以上 
 
 

 

        年   月   日 

 

 

 

 

              特定事業者 住  所 

 

                    氏  名            実印 
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開発事業廃止届出書の様式 

開発事業廃止届出書 
 

 

    年   月   日 

 

 

宇治市長        あて 

 

 

               特定事業者 住  所 

                     氏  名             実印 

                     電話番号 

 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第５０条第１項

の規定により、下記事業の廃止を届け出ます。 

 

 

記 

 

 

１．開発事業構想届の届出日又は開発事業事前協議書の提出日 

構想届出日       年  月  日 

事前協議書提出日    年  月  日  

 

 

２．施 行 場 所  宇治市 

 

 

３．開発事業計画の内容（用途） 

 

 

４．廃 止 の 理 由 
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６．あっせん・調停の手続き 

○宇治市まちづくり・景観条例に基づくあっせんの手続きの概要は、次のとおりです。 

１．地区まちづくり計画の区域内において、特定事業者・周辺住民（紛争当事者）はあっせん（紛争

調整）が必要と判断された場合には、市と特定事業者が協定の締結を行うまでに「あっせん申出書」

（Ｐ３９）を提出してください。 

２．あっせんのため必要があると認める場合は、紛争当事者に出席を求めるために、市より「出席要

請書」（Ｐ４０）を交付します。また、あっせんに必要な関係図書等の資料提出を求める際には「あ

っせんに必要な関係図書提出依頼書」（Ｐ４１）を市より交付します。 

３．あっせんによって紛争の解決の見込みがないと認められるときは、「あっせん打切通知書」（Ｐ４

２）を市より紛争当事者に交付します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        あっせんによって紛争解決の見込みがないとき 

 

＜あっせんの手続き＞ 

紛争当事者に対するあっせんの場へ

の出席要請・必要資料の提出依頼 

あっせん(紛争調整)の申し出 

紛争当事者間をあっせんし、紛争が

適正に解決されるように努めます 

あっせんの打切り 

協定が締結されるまで 

標準期間４５日、計３回まで 

地区まちづくり計画の区域内に限る 

必要な場合 

調停への移行 
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○宇治市まちづくり・景観条例に基づく調停の手続きの概要は、次のとおりです。 

１．あっせんによって紛争の解決に至らないとき、紛争当事者は調停が必要と判断された場合に、「調

停申出書」（Ｐ４３）を市に提出してください。 

２．調停委員会は、調停のため必要があると認めるときは、調停の案を作成し、紛争当事者に「調停

案受諾勧告書（Ｐ４４）」を交付します。調停案受諾勧告書に対し、「調停案受諾勧告に対する回答

書」（Ｐ４５）を調停委員会に提出してください。 

３．紛争当事者間に合意が成立する見込みがないと認めるときは、「調停打切通知書」（Ｐ４６）を調

停委員会より紛争当事者に交付します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜調停の手続き＞ 

調停の申し出 

調停案の作成 

調停案の受諾の勧告 

→期限を定めて、紛争当事者間に調停

案の受諾を勧告 

宇治市開発事業紛争調停委員会の調停 

調停の打切り 

勧告 

必要な場合 

調停の終了 

合意 

合意不成立 

標準期間６０日、計５回まで 

紛争当事者 

協定が締結されるまで 

必要な場合 



―39― 

あっせん申出書の様式 

あっせん申出書 
 

  年   月   日 

 

宇治市長        あて 

 

                 申出人 住  所 

                     氏  名                印 

                     電話番号 

                     （法人にあっては、その名称・代表者氏名及び主たる 

事務所の所在地を記入してください。） 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第５１条第１項

の規定により、次のとおりあっせんを申し出ます。 

開発事業計画の内容 

（ 用 途 ） 

 

施 行 場 所 宇治市 

あ っ せ ん を 求 め る 

相 手 方 の 

住 所 及 び 氏 名 

 

あ っ せ ん を 求 め る 

事 項 

 

交 渉 経 過 の 概 要 

 

そ の 他 参 考 と な る 

事 項 

 

備考 代表者を選定した場合は、代表者を申出人としてください。 
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出席要請書の様式 

出 席 要 請 書 
 

 

  年   月   日 

 

 

         様 

 

 

 

宇治市長        印  

 

 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第５１条第４項

により、あっせんを行いますので、次のとおり出席を要請します。 

開発事業計画の内容 

（ 用 途 ） 

 

施 行 場 所 宇治市 

あっせんの相手方の 

住 所 及 び 氏 名 

 

あっせんを行う日時     年  月  日  午前・午後   時 

あっせんを行う場所 
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あっせんに必要な関係図書提出依頼書の様式 

あっせんに必要な関係図書提出依頼書 
 

 

  年   月   日 

 

 

         様 

 

 

宇治市長        印  

 

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第５１条第４項

により、あっせんに際して、下記に示す図書等が必要とされますので、提出してください。 

 

 

記 

 

 

１．あっせんに要する関係図書 
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あっせん打切通知書の様式 

あっせん打切通知書 
 

  年   月   日 

 

         様 

 

宇治市長        印  

 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第５２条の規定

により、あっせんを打ち切りますので、次のとおり通知します。 

開発事業計画の内容 

（ 用 途 ） 

 

施 行 場 所 

 

あっせんの相手方の 

住 所 及 び 氏 名 

 

あっせんの打切りの理由 
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調停申出書の様式 

調 停 申 出 書 
 

  年  月  日 

 

 宇治市長        あて 

 

申出人 住  所 

                     氏  名                 印 

                     電話番号 

                     （法人にあっては、その名称・代表者氏名及び主たる 

事務所の所在地を記入してください。） 

 

宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第５４条第１項

の規定により、次のとおり調停を申し出ます。 

開発事業計画の内容

（ 用 途 ） 

 

施 行 場 所 
 

 

調停を求める相手方

の 住 所 及 び 氏 名 

 

調 停 を 求 め る 

事 項 

 

交 渉 経 過 の 概 要 

 

その他参考となる 

事 項 

 

備考 代表者を選定した場合は、代表者を申出人としてください。 
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調停案受諾勧告書の様式 

調停案受諾勧告書 
 

  年  月  日 

 

様 

 

宇治市開発事業紛争調停委員長         印 

 

宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第５４条第５項

の規定により、次の調停案の受諾を勧告します。 

ついては、調停案受諾勧告に対する回答書により     年   月   日までに御回答くだ

さい。 

開発事業計画の内容

（ 用 途 ） 

 

 

施 行 場 所  

調 停 案 
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調停案受諾勧告に対する回答書の様式 

調停案受諾勧告に対する回答書 
 

  年  月  日 

 

 宇治市開発事業紛争調停委員長 

       様 

 

住  所 

氏  名                 印 

電話番号 

（法人にあっては、その名称・代表者氏名及び主たる 

事務所の所在地を記入してください。） 

 

宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第５４条第５項

の規定による調停案受諾勧告書に対し、次のとおり回答します。 

    受諾します。 

調停案を 

受諾しません。 

開発事業計画の内容

（ 用 途 ） 

 

 

施 行 場 所  

受諾しない場合は、その理由 
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調停打切通知書の様式 

調停打切通知書 
 

  年  月  日 

 

様 

 

  宇治市開発事業紛争調停委員長         印 

 

宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する条例第５５条第1項

の規定により、調停を打ち切りますので、次のとおり通知します。 

開発事業計画の内容

（ 用 途 ） 

 

施 行 場 所  

調 停 の 相 手 方 の 

住 所 及 び 氏 名 

 

 

調停の打切りの理由 
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７．都市計画法及び本条例に基づく公共施設等の移管手続き 

（１）公共公益施設・用地の無償譲渡(帰属・寄附)申込書(Ｐ４８) 

（２）都市計画法第３２条第１項の規定による同意願(Ｐ４９) 

（３）都市計画法第３２条第２項の規定による協議書(Ｐ５０) 

 

※(１)～(３)提出部数 ３部 

※(２)(３)の添付書類については、次のとおりです。 

なお、(２)(３)とも提出が必要な場合は、添付書類は兼ねることができます。 

【添付書類】 

   ・事前協議書表紙 

・開発事業計画調書 

・位置図  

・土地利用計画図 

・造成計画平面図 

・排水計画平面図 

・構造図（擁壁・橋梁等の重要構造物のみ） 

・土地調書 

・公図  

・求積図（公共施設の新旧対照図） 
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公共公益施設・用地の無償譲渡（帰属・寄附）申込書の様式 

公共公益施設・用地の無償譲渡 

（帰属・寄附）申込書 

  年  月  日 

 

宇治市長        あて 

 

                 開発事業者  住 所 

氏 名 

 

下記のとおり無償で譲渡（帰属・寄附）しますので、関係書類を添えて申込みます。 

 

記 

１ 開発区域に含まれる地域の名称（関連区域に含まれる地域の名称） 

   宇治市  

（関連区域 宇治市                              ） 

２ 開発区域の面積                       

                    ㎡  （関連区域          ㎡）  

３ 新たに設置される公共公益施設・用地 

種 類 番号 
        概         要 

管 理 者 用地及び施設の譲渡先 摘  要 
幅員寸法 延  長 面  積 

    ｍ ｍ ㎡      

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

 (備考)  本申込書は正本３部提出してください。 
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都市計画法第３２条第１項の規定による同意願の様式 

都市計画法第３２条第１項の規定による同意願                           

  年  月  日 

 

公共施設管理者 

宇治市長        あて 

 

                 開発事業者 住  所 

氏  名 

       電話番号 

 

都市計画法第２９条第１項の規定による開発を申請するにあたり、同法第３２条第１項の規定

により下記の公共施設について同意願います。 

 

記 

１ 開発区域に含まれる地域の名称（関連区域に含まれる地域の名称） 

   宇治市 

（関連区域 宇治市                              ） 

２ 開発区域の面積                       

                   ㎡ （関連区域          ㎡）   

３ 従前の公共施設 

種 類 番号 
概      要 

管 理 者 用地の所有者 摘  要 
幅員寸法 延長 面積 

  ｍ ｍ ㎡   

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 

上記願出のとおり同意します。 

 

宇都開第     号 

年  月  日 

 

公共施設管理者 

宇治市長          印 
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計画法第３２条第２項の規定による協議書の様式 

都市計画法第３２条第２項の規定による協議書 
                             年  月  日 

 

公共施設管理者 

宇治市長        あて 

 

開発事業者 住  所 

氏  名 

        電話番号 

 

 都市計画法第２９条第１項の規定による開発を申請するにあたり、同法第３２条第２項の規定

により下記の公共施設について協議します。 

 

記 

１ 開発区域に含まれる地域の名称（関連区域に含まれる地域の名称） 

     宇治市 

（関連区域 宇治市                              ） 

２ 開発区域の面積                       

                   ㎡ （関連区域          ㎡）   

３ 新たに設置される公共施設 

種 類 番号 
概      要 

管 理 者 用地の帰属先 摘  要 
幅員寸法 延長 面積 

  ｍ ｍ ㎡   

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 

上記のとおり協議を完了したことを証明します。 

 

宇都開第     号 

  年  月  日 

 

公共施設管理者 

宇治市長          印 
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８．開発事業の構想から建築確認申請に至る手続き関係フローチャート 

Ⅰ.宅地開発事業(都市計画法非該当)    Ⅱ.宅地開発事業(都市計画法該当) 

特定事業者 市  特定事業者 市 府 

 

■構想周知活動手続き 

■事前協議手続き 

・事前協議書提出 

 

 

 

・関係課協議 

 

・意見回答書作成 

 

 

 

 

 

・協定締結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事着手 

 

 

 

・工事完了 

 

・工事完了届出書提出 

 

 

 

・検査終了通知書受理 

 

・建築確認申請書作成 

 
■建築確認申請 

 

 

 

 

・事前協議書受理 

 

・関係課へ意見照会 

 

・関係課の意見集約 

 

・まちづくり事務連絡会 

 事業区域3,000㎡以上 

 

・宅地造成委員会 

 事業区域5,000㎡以上 

 

・協定締結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事完了届出書受理 

 

・市検査 

 

・検査終了通知書交付 

 

・建築確認申請の経由 

 

 

  

■構想周知活動手続き 

■事前協議手続き 

・事前協議書提出 

 

 

 

・関係課協議 

 

・意見回答書作成 

 

 

 

 

 

・協定締結 

 

・都市計画法第32条 

同意・協議申請 

 

 

・都市計画法第29条 

開発許可申請 

 

 

 

 

・都市計画法第29条 

開発許可通知受理 

 

・工事着手 

 

 

 

・工事完了 

 

・工事完了届出書、 

公共施設等工事 

完了届出書提出 

 

 

 

 

・府検査済証受理 

・検査終了通知書受理 

 

・建築確認申請書作成 

 
■建築確認申請 

 

 

 

 

・事前協議書受理 

 

・関係課へ意見照会 

 

・関係課の意見集約 

 

・まちづくり事務連絡会 

 事業区域3,000㎡以上 

 

・宅地造成委員会 

 事業区域5,000㎡以上 

 

・協定締結 

 

・都市計画法第32条 

同意協議書の交付 

 

 

 

 

 

・意見照会受理 

 

・意見回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事完了届出書、 

公共施設等工事 

完了届出書提出 

 

・市検査 

・公共施設検査済報告 

 

 

・検査終了通知書交付 

 

・建築確認申請の経由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・都市計画法第29条 

開発許可申請受理 

 

・関係機関へ意見照会 

 

・都市計画法第29条 

 開発許可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・府検査 

 

 

・府検査済証交付 

 

 

 

 

 

※道路法、下水道法等の他法令の申請は関係課協議後となり、許可に関しては協定締結後となる。 

※条例検査完了後、道路等の寄附手続き・境界確定申請を行う。 
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Ⅲ.特定用途建築行為(都市計画法非該当) Ⅳ.特定用途建築行為(都市計画法該当) 

特定事業者 市  特定事業者 市 府 

 

■構想周知活動手続き 

■事前協議手続き 

・事前協議書提出 

 

 

 

・関係課協議 

 

・意見回答書作成 

 

 

 

 

 

・協定締結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・建築確認申請書作成 

 

■建築確認申請 

 

 

・造成、公共施設、 

建築工事着手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事完了 

 

・建築確認検査 

・消防検査   等 

 

・工事完了届出書提出 

 ※外構工事も含めて完了 

 

 

・検査終了通知書受理 

 

 

 

・事前協議書受理 

 

・関係課へ意見照会 

 

・関係課の意見集約 

 

・まちづくり事務連絡会 

 事業区域3,000㎡以上 

 

・宅地造成委員会 

 事業区域5,000㎡以上 

 

・協定締結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・建築確認申請の経由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事完了届出書受理 

 

・市検査 

 

・検査終了通知書交付 

  

■構想周知活動手続き 

■事前協議手続き 

・事前協議書提出 

 

 

 

・関係課協議 

 

・意見回答書作成 

 

 

 

 

 

・協定締結 

 

・都市計画法第32条 

同意・協議申請 

 

・都市計画法第29条 

開発許可申請 

 

 

 

 

 

 

・都市計画法第29条 

開発許可通知受理 

 

 

・造成、公共施設工事着手 

 

・工事完了 

 

・公共施設等工事 

完了届出書提出 

 

 

 

 

・府検査済証受理 

 

・建築確認申請書作成 

 

■建築確認申請 
 

・建築工事着手 

 

・工事完了 

 

・建築確認検査 

・消防検査   等 

 

・工事完了届出書提出 

 ※外構工事も含めて完了 

 

 

・検査終了通知書受理 

 

 

 

・事前協議書受理 

 

・関係課へ意見照会 

 

・関係課の意見集約 

 

・まちづくり事務連絡会 

 事業区域3,000㎡以上 

 

・宅地造成委員会 

 事業区域5,000㎡以上 

 

・協定締結 

 

・都市計画法第32条 

同意・協議書の交付 

 

 

 

 

 

・意見照会受理 

 

 

・意見回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公共施設等工事 

完了届出書受理 

 

・市検査 

・公共施設検査済報告 

 

 

 

・建築確認申請の経由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事完了届出書受理 

 

・市検査 

 

・検査終了通知書交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・都市計画法第29条 

開発許可申請受理 

 

・関係機関へ 

意見照会 

 

・都市計画法第29条 

 開発許可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・府検査 

 

 

・府検査済証交付 
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９．その他 
  

回
答
 

・
工
事
業
者
に
十
分
指
導
し
ま
す
。
 

・
工
事
業
者
に
十
分
指
導
し
ま
す
。
 

・
届
出
を
し
ま
す
。
 

・
届
出
を
し
ま
す
。
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

    

  1 2 1 2 1 2 3 4 5 1 2 3 1 2   

宇
治
市
ま
ち
づ
く
り
・
景
観
条
例
に
関
す
る
各
課
意
見
回
答
書
 
記
入
例
 

特
定
事
業
者
 
 
a
b
c
株
式
会
社
 
代
表
取
締
役
 
宇
治
 
太
郎
 

施
行

場
所

 
 
宇
治
市
宇
治
琵
琶
３
３
番
地
ほ
か
 
 
 
 
 
 

各
課
意
見
 

・
工
事
関
係
車
両
の
安
全
運
行
及
び
歩
行
者
の
安
全
対
策
に
十
分
配
慮
し
て
く
だ
さ
い
。
 

・
工
事
関
係
車
両
の
路
上
駐
車
が
な
い
よ
う
十
分
指
導
し
て
く
だ
さ
い
。
 

・
騒
音
、
振
動
に
か
か
る
特
定
建
設
作
業
に
該
当
す
る
場
合
、
７
日
前
ま
で
に
届
出
が
必
要
で
す
。
 

・
騒
音
、
振
動
に
か
か
る
特
定
施
設
を
設
置
す
る
場
合
、
工
事
開
始
の

30
日
前
ま
で
に
届
出
が
必
要
で
す
。 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

・
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

     宇
治
 
太
郎
 

 

1 2 1 2 1 2 3 4 5 1 2 3 1 2  

以
上
の
よ
う
に
回
答
い
た
し
ま
す
。
 

〇
○
年
〇
〇
月
〇
〇
日
 

住
所

 
京

都
府
宇

治
市

〇
〇
〇

〇
〇

〇

氏
名
 
a
b
c
株
式
会
社
 
 代

表
取
締
役
 

 
 
 
 

年
月
日
/担

当
 □
□
 

□
□
 

□
□
 

□
□
 

□
□
 

 

〇
年
〇
月
〇
日
 

〇
年
〇
月
〇
日
 

〇
年
〇
月
〇
日
 

〇
年
〇
月
〇
日
 

〇
年
〇
月
〇
日
 

 

協
議
課
 

交
通
 

政
策
課
 

環
境
 

企
画
課
 

〇
〇
課
 

〇
〇
課
 

〇
〇
課
 

 

※
回
答
例

 
□
□
に
つ
い
て
協
議
し
て
く
だ
さ
い
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
→
協
議
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
✕

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
→
協
議
の
結
果
△
△
と
し
ま
す
。
 
〇

 
回
答
は
な
る
べ
く
具
体
的
な
内
容
と
し
て
く
だ
さ
い
。

 

宇 治 

一
問
一
答
式
で
回
答

 

宇 治 
実
印
（

2
枚
以
上
に
わ
た
る
場
合
、
割
印
も
し
く
は
全
ペ
ー
ジ
に
実
印
）
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年  月  日 

 

宇治市長        あて 

 

        特 定 事 業 者 住  所  

                氏  名  

                電話番号  

 

 

開発計画概要書 

 

 

   年  月  日付  宇都開第  号協定書第 条の規定に基づき、下記のとおり

開発計画概要書（内容明細）を提出します。また、開発計画概要書の変更が生じた場合は、

速やかに開発計画変更概要書を提出します。 

 

記 

 

 １．主 要 構 造                            造 

 ２．棟     数                            棟 

（附属建築物  棟） 

 ３．敷 地 面 積                            ㎡ 

 ４．建 築 面 積                            ㎡ 

 ５．延 床 面 積 （建築物全体）                    ㎡ 

           （容積対象）                    ㎡ 

６．緑 地 面 積                            ㎡ 

 ７．駐 車 場                敷地内  台・敷地外  台 

 ８．駐 輪 場                            台 

９．雨水流出抑制施設                浸透桝  基・雨水貯留  ｔ 




